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4 推定結果 

 

 今回の分析は、全て分析フリーソフト「R」（ver. 4.3.1）を⽤いて実⾏する。また、説
明変数と統制変数はすべて標準化する。質的データの予測を⾏う多変量解析として、ロジ
スティック回帰分析と線形判別分析を⾏なった。 
 まず、⽬的変数の特徴を掴むために、職員録より作成した、1999 年から 2023 年のパネ
ルデータを⽤いて、折れ線グラフを作成した。図 10 より、1999 年時点では総務部の下部
に防災・危機管理部局が位置する、パターン 1 の組織形態が最も多く⾒られたが、2005 年
ごろから減少を続けていることがわかる。また、パターン 1 と⼊れ替わるようにして、防
災・危機管理部局が独⽴した形態であるパターン 2 が増加していることも読み取れる。同
様に、防災・危機管理業務について、副知事級の特別職を置くパターン 3 の形態も増加傾
向にある。⼀⽅で、2003 年の熊本県にて⽣じた、知事直轄組織に防災・危機管理部局を置
くパターン 4 の形態は、緩やかに増加したものの、2012 年を境に減少していることがわか
る。 

 
図 1 防災・危機管理組織に関する折れ線グラフ 

注：データをもとに筆者作成 
 

4.1 ロジスティック回帰分析  

 

 次に、ロジスティック回帰分析を⾏い、説明変数が組織パターンに及ぼす効果を調べた。
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ここでは、組織パターン 1・2 の場合を 0、3・4 の場合を 1 とする⽬的変数を⽤い、「防
災・危機管理部局に統制⼒を持たせた組織構造であるかどうか」を予測する。結果は表 3
のとおりとなる。ただし、2016 年度については、偏回帰係数が異常値を⽰したため、相関
⾏列表を作成した。表 4 より、相関係数 r は、「その他出⾝」と「中央官僚」、「⼈⼝密
度（対数）」と「災害リスク分類」間で⽐較的⾼いことがわかる。よって、⾸⻑の出⾝属
性と災害リスクを表す「中央官僚」、「災害リスク分類」をそれぞれ除外して多重共線性
を解消した。また、予測モデルの精度を⾼めるため、各年度に対してステップワイズ法を
⽤い、変数を選択した。 
 

表 1 2016 年度における相関⾏列表 

 
注：データをもとに筆者作成 

 
仮説 1：「⾃治体保有資源仮説」 
（1）「防災職員数」について、2015 年は 10％⽔準、2016 年は 5％⽔準で有意となってい
る。また、推定係数の符号がマイナスであることから、防災職員数の多い⾃治体は、調整
型の組織形態となる傾向がある。 
（2）「実質収⽀⽐率」について、2015 年、2018 年、2020 年の推定係数が 5%⽔準で有意
となり、かつ、符号はプラスとなった。よって、実質収⽀⽐率が⾼いほど、防災・危機管
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理部局に統制⼒を持たせた組織形態を取りやすくなる傾向がある。 
以上から、予算に余裕のある都道府県ほど防災・危機管理部局に統制⼒を持たせた組織形
態を取りやすくなり、他⽅、職員数が多いほど調整型の組織構造となる。 
 
仮説 2：「⾃治体経路依存仮説」 
（3）「知事任期（3 期以上）」の推定係数の符号はマイナスとなり、2016 年は 5%⽔準、
2019 年は 10%⽔準で有意となった。なお、統制変数として投⼊した知事の出⾝属性につい
て、「その他出⾝」が 2015 年は 10％⽔準で、2016 年、2018 年、2020 年は 5%⽔準で、
推定係数が有意となり、符号はプラスとなった。よって、⺠間企業の経営者や⼤学教授と
いった背景をもつ知事は、知事直轄組織や特別職をおいた組織形態を取りやすい傾向があ
る。ただし、該当するのは、熊本、岡⼭、新潟の 3 県のみであり、慎重に考える必要があ
る。 
（4）「被災経験」の推定係数の符号はプラスとなり、2015 年、2016 年は 10%⽔準で、
2018 年については、5％⽔準で有意となった。よって、震度 6 強以上の地震を経験してい
る都道府県は、防災・危機管理部局に統制⼒を持たせた組織形態を取る傾向がある。 
 以上から、知事の任期が⻑い⾃治体では、防災・危機管理部局の組織は調整型の構造と
なる。⼀⽅、震度 6 強以上の被災経験がある都道府県では、防災・危機管理部局に統制⼒
を持たせた組織構造になる傾向がある。また、「中央官僚」、「国会議員」、「地⽅政治
家」以外の経歴を持つ知事の下でも、防災・危機管理部局に統制⼒を持たせた組織構造に
なる可能性がある。 
 
仮説 3：「中央主導仮説」 
（5）「災害リスク分類」の推定係数は、2018 年、2019 年について 10％⽔準で有意とな
り、符号はマイナスとなった。よって、地震防災対策強化地域に指定された区域をもつ都
道府県は、調整型の組織構造を持つ傾向がある。 
（6）「BCP 充実度」の推定係数は、2017 年については 10％⽔準で、2016 年、2018 年は
1％⽔準で有意となった。⼀⽅、符号はマイナスとなったため、業務継続計画策定の策定
項⽬を満たしている都道府県が、必ずしも防災・危機管理部局に特別な権限を与えた組織
形態をとっているわけではない。 
 以上から、地震防災対策強化地域に指定された区域をもつ⾃治体、あるいは国の推進す
る業務継続計画の策定項⽬が充実している⾃治体ほど、防災・危機管理部局は調整型の構
造になりやすい。 
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表 2 組織パターンに関するロジスティック回帰分析 

⽬的変数 
組織パターン 

2015  2016  2017  2018  2019  2020  2021  2022  
 偏回帰係数                

防災職員数 -1.18 . -1.73 *   -1.44    -0.85  -0.69    
実質収⽀⽐率 -2.01 * -2.38    -2.16 *   -1.27 *     
⼈⼝密度（対

数） 
                

被災経験 0.83 . 1.31 .   1.69 *     0.74    
中央官僚           0.88      
国会議員                 

地⽅政治家                 
その他出⾝ 0.84 . 1.77 *   1.52 *   1.62 *     

知事任期（3 期
以上） 

  -1.81 *     -0.88 .   -0.68    

業務継続に関す
る訓練の実施 

  0.82              

職員向けの教
育.研修の実施 

      0.98    0.80      

業務継続計画の
⾒直し.改訂 

      -1.23 .   -1.14 *     

BCP 充実度   -1.61 ** -0.90 . -1.81 **         
災害リスク分類       -1.14 . -0.83 .       

(Intercept) -2.26 *** -3.32 ** -1.39 *** -3.59 ** -1.72 *** -1.90 *** -1.52 *** -1.31 *** 

AIC 43.38  
39.9

5 
 

46.4
7 

 
42.0

8 
 46.02  47.89  52.03  50.65  

N 47  47  47  47  47  47  47  47  

.:p<0.1, *:p<0.05 , **:p<0.01 , ***:p<0.001 

注：データをもとに筆者作成 
 
 続いて、作成したロジスティック回帰モデルの評価を⾏なった。具体的には、年度ごと
に、表 4 の変数を説明変数としたモデルの ROC（receiver operating characteristic）曲線を
描画した。ROC 曲線の横軸には、偽陽性率（false positive rate: FPR）と呼ばれるものを使
う。偽陽性とは、「本当は陰性なのに誤って陽性と判断されること」（浅野・⽮内 2018: 
312）をいう。今回の場合は、「本当はパターン３・4 であるのにパターン 1・2 であると
予測すること」が、偽陽性である。「偽陽性率は誤った判断なので、偽陽性率は⼩さくな
ることが望ましい」（浅野・⽮内 2018: 312）。縦軸には、真陽性率（true positive rate: 
TPR; 感度）を使う。真陽性とは、「本当は陽性のときに陽性であると正しく判断される
こと」（浅野・⽮内 2018: 312-3）である。今回の場合は、「実際にパターン 3・4 である
都道府県をパターン 3・4 であると予測すること」が真陽性である。「感度は正しい判断の
確率を表すので、⼤きいほうが望ましい」（浅野・⽮内 2018: 313）。以上より、「当ては
まりが良いモデルの ROC 曲線は、点（0、0）から点（0、1）の近くに進み、そこから点
（1、1）に向かって進む曲線になることが期待される」（浅野・⽮内 2018: 312-3）。また、
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「反対に、当てはまりの悪いモデルでは偽陽性率と感度のトレードオフにより、ROC 曲線
が 45 度線の近くを通過する」（浅野・⽮内 2018: 312-3）。 
 図 11 より、2015、2016、2018、2020 年度に関するモデルは 45 度線から点（0、1）の
ほうに離れており、当てはまりが⽐較的良いことがわかる。ただし、⽬視だけでは正確な
判断が難しいため、次の AUC（area under the curve: ROC 曲線の下側の⾯積）と呼ばれる
指標を利⽤して、当てはまりのよさを数値で確認する。AUC とは、図中の 0 x  1、0 

y  1 の範囲で ROC 曲線より下の⾯積を求めた指標である。このとき、「すべての ROC
曲線が 3 点（0、0）、（0、1）、（1、1）を通るなら、曲線の下側の⾯積は 1 になる」
（浅野・⽮内 2018: 315）。したがって、当てはまりのよいモデルの AUC は 1 に近くなる。
反対に、「当てはまりの悪いモデルの ROC 曲線は 45 度線に近づくので、AUC は 0.5 に近
くなる」（浅野・⽮内 2018: 315）。 
 

 

図 2 組織パターンを予測するモデルの ROC 曲線 
注：データをもとに筆者作成 

  
 表 5 より、図 11 と同様に、2015、2016、2018、2020 年度に関するモデルの当てはまり
がよい。AUC の値はそれぞれ、0.857、0.915、0.915、0.859 である。これらを 1 に近い順
に並び変えると、2016・2018、2020、2015 年度の順にモデルの当てはまりがよいと判断
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できる。これは表 4 における AIC の⼤⼩とも概ね⼀致する。 
 

表 3 各年度の AUC 
年度 AUC 
2015 0.857 
2016 0.915 
2017 0.595 
2018 0.915 
2019 0.7 
2020 0.859 
2021 0.682 

注：データをもとに筆者作成 
 
 当てはまりがよいと考えられる 2015、2016、2018、2020 年度の予測モデルについて、
オッズ⽐を算出した。ここではさらに、偏回帰係数が 10%⽔準で有意となった説明変数に
ついてのみ検討する。まず、防災職員数、実質収⽀⽐率、知事任期（3 期以上）、業務継
続計画の⾒直し.改訂、業務継続計画充実度、災害リスク分類について、オッズ⽐の平均
は、それぞれ 0.25、0.18、0.16、0.31、0.18、0.32 となった。 
 よって、パターン 3・4 の組織編成となる確率は、2-（3）知事任期が 3 期以上の⾃治体
が最も低く（0.16 倍）、次いで、1-（2）実質収⽀⽐率が⾼い、あるいは 2-（4）業務継続
計画充実度が⾼い⾃治体（0.18 倍）、1-（1）防災職員数の多い⾃治体（0.25 倍）、業務
継続計画の⾒直し.改訂を⾏なっている⾃治体（0.31 倍）、3-（5）災害リスクが⾼い⾃治
体（0.32 倍）の順に低い。 
 ⼀⽅、2-（4）被災経験、その他出⾝について、オッズ⽐の平均はそれぞれ 3.8、4.46 と
なった。よって、知事の出⾝属性が、その他（中央官僚、国会議員、地⽅政治家以外）の
場合、パターン 3・4 の組織編成となる確率が最も⾼く、4.46 倍となる。また、震度 6 強
以上の震災経験も組織編成に寄与し、防災・危機管理部局の組織構造が 3.8 倍の確率でパ
ターン 3・4 となる。 
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表 4 組織パターンを予測するモデルのオッズ⽐ 

⽬的変数 
        

2015  2016  2018  2020  

 
オッズ

⽐ 
  

 
 

 
 

 

防災職員数 0.31 . 0.18 * 0.24  0.43  
実質収⽀⽐率 0.13 * 0.09  0.12 * 0.28 * 

⼈⼝密度（対数）         
被災経験 2.29 . 3.7 . 5.4 *   
中央官僚       2.41  
国会議員         

地⽅政治家         
その他出⾝ 2.33 . 5.86 * 4.58 * 5.05 * 

知事任期（3 期以
上） 

  0.16 *     

業務継続に関する訓
練の実施 

  2.26      

職員向けの教育.研修
の実施 

    2.67  2.22  

業務継続計画の⾒直
し.改訂 

    0.29 . 0.32 * 

BCP 充実度   0.2 ** 0.16 **   
災害リスク分類     0.32 .   

(Intercept) 0.1 *** 0.04 ** 0.03 ** 0.15 *** 
N 47  47  47  47  

.:p<0.1, *:p<0.05 , **:p<0.01 , ***:p<0.001 

注：データをもとに筆者作成 
 
4.2 判別分析 

 

 ここまで、個々の説明変数が組織パターンに及ぼす効果について検討してきた。以下で
は、各都道府県の総合的な特徴によって組織構造を予測するため、R の MASS パッケージ
による線形判別分析を⾏う。これにより、対象の特性から属性を判断することができる。
ロジスティック回帰分析では、パターン 1 と 2、パターン 3 と 4 をそれぞれ統合したが、
判別分析は、複数のカテゴリーを持つ変数の判別が可能であるため、パターン 1 とパター
ン 2 を区別する。よって、パターン 1、パターン 2、パターン 3・4 の 3 分類で分析を⾏う。 
 Coghlan（2011=2012: 28）によれば、線形判別分析（LDA）の⽬的は、⼿持ちのデータ
セットでグループを最もよく分離する変数の⼀次結合を⾒つけることにある。この場合の
「グループ」は、組織パターンであり、「変数」は各⾃治体の特徴を表す 15 の説明変数で
ある。分析に⽤いる組織パターンの分類は 3 つであるため、グループの数（G）は 3 であ
り、変数の数は 15（p = 15）である。引き続き Coghlan（2011=2012: 28）を参考にする
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と、グループを分離するときに利⽤できる判別関数の最⼤数は G-1 と p の最⼩値であり、
今回の場合、2 と 15 の⼩さい⽅であるため、2 個である。 
 表 8 に判別係数 LD1、LD2 を⽰す。寄与率から、LD1 に判別⼒があることがわかる。
第 1 判別関数は、-0.4*防災職員数 -0.71*実質収⽀⽐率 +0.31*⼈⼝密度（対数）+0.48*被災
経験 +0.41*中央官僚 -0.03*国会議員 +0.02*地⽅政治家 +0.82*その他出⾝ -0.2*知事任期
（3 期以上）-0.07*業務継続に関する訓練の実施 +0.45*職員向けの教育.研修の実施 +0.02*
業務計画の⾒直し.改訂 -0.13*BCP 充実度 -0.15*分類 +0.01、の形で表される変数の線形結
合である。 
 

表 5 判別係数 
 LD1 LD2 

防災職員数 -0.4 -0.52 
実質収⽀⽐率 -0.71 0.4 

⼈⼝密度（対数） 0.31 0.06 
被災経験 0.48 0.4 
中央官僚 0.41 0.01 
国会議員 -0.03 0.26 

地⽅政治家 0.02 -0.17 
その他出⾝ 0.82 -0.09 

知事任期（3 期以上） -0.2 -0.62 
業務継続に関する訓練の実施 -0.07 0.35 
職員向けの教育.研修の実施 0.45 -0.14 
業務継続計画の⾒直し.改訂 0.02 -0.16 

BCP 充実度 -0.13 -0.43 
災害リスク分類 -0.15 -0.35 

定数項 0.01 0.17 
判別確率（%） 0.69 0.31 

注：データをもとに筆者作成 
 
 第 1 判別関数について判別精度を求めた。各サンプルについて推定された分類を、
predict 関数を⽤いて取得したのち、真の分類と⽐較する。表 7 より、正しく推定された割
合は、パターン 1 が 32％、パターン 2 が 88％、パターン 3・4 が 30％であり、特にパター
ン 1 とパターン 2・3 の精度が低いことがわかる。 
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表 6 判別モデルの精度 
 パターン 1 パターン 2 パターン 3・4 

パターン 1 0.32 0.65 0.04 
パターン 2 0.06 0.88 0.06 

パターン 3・4 0.04 0.66 0.30 
注：データをもとに筆者作成 

  
 判別状況を視覚化するため、横軸に第 1 判別関数の値、縦軸に第 2 判別関数の値をとっ
た散布図を図 12 に⽰す。第 1 判別関数は、パターン 1 とパターン 3・4 を⽐較的分離して
いるが、完全でない。また、第 1 判別関数におけるパターン 1 とパターン 2、パターン 2
とパターン 3・4、また第 2 判別関数における分離に関しては、ほとんど分離できていない
ことがわかる。したがって、各都道府県が持つ特性によって組織構造を判別することはで
きなかった。 
 

 

図 3 線形判別分析の散布図 
注：データをもとに筆者作成 
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 次に、図 13 において、第 1 判別関数をもとに、各群のヒストグラムと密度関数を描画し
た。パターン 1、パターン 2、パターン 3・4 のグラフがいずれも重なっており、この結果
からも、誤判別を確認することができる。 
 

 
図 4 第 1 判別関数にもとづく各群のヒストグラムと密度関数 

注：データをもとに筆者作成 

 

 以上から、組織パターンを識別できる判別関数は得られなかった。よって、今回検討し
た説明変数から、各防災・危機管理部局の組織構造がどのパターンに属するかを判断する
ことは難しいと考えられる。つまり、都道府県において、分類を決定づける定量的な特徴
が別に存在するか、あるいは、定性的な要因が⼤きく作⽤している可能性がある。 
 ここまでの結果を踏まえると、防災・危機管理部局を知事直轄組織内に設置したり、特
別職を置いたりする場合、各⾃治体の特徴が及ぼす効果は、知事が中央官僚や国会議員、
地⽅政治家以外の経歴を持っている、震度 6 強以上の地震を経験している、の順に⾼い。
⼀⽅で、総務部の下部、もしくは、独⽴した部局として、防災・危機管理部局を位置付け
る場合、知事の任期が⻑い（3 期以上）、実質収⽀率が⾼い、業務継続計画の策定項⽬が
充実している、当該部局に属する職員の数が多い、業務継続計画の⾒直し.改訂を⾏なって
いる、地震防災対策強化地域に指定された地域を持つ、の順に⾼い。ただし、都道府県の
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特徴から組織パターンを予測するモデルについては、分離精度が低かったため、今回検討
した要素では組織構造の定量的な分類が難しいと考えられる。また、実質収⽀⽐率につい
ては、偏回帰係数の符号がプラスとなった⼀⽅で、オッズ⽐が 1 未満であったため、その
効果については解釈しかねる。 
 
5 結論と含意 

 

 本稿では、職員録をもとに、都道府県における防災・危機管理部局の組織構造をパター
ン化し、その特徴を分析してきた。得られた結論は以下のとおりである。 
 
仮説 1：「⾃治体保有資源仮説」 
予算に余裕のある都道府県ほど防災・危機管理部局に統制⼒を持たせた組織形態を取りや
すくなり、他⽅、職員数が多いほど調整型の組織構造となる。 
 
仮説 2：「⾃治体経路依存仮説」 
知事の任期が⻑い⾃治体では、防災・危機管理部局の組織は調整型の構造となる。⼀⽅、
震度 6 強以上の被災経験がある都道府県では、防災・危機管理部局に統制⼒を持たせた組
織構造になる傾向がある。また、「中央官僚」、「国会議員」、「地⽅政治家」以外の経
歴を持つ知事の下でも、防災・危機管理部局に統制⼒を持たせた組織構造になる可能性が
ある。 
 
仮説 3：「中央主導仮説」 
地震防災対策強化地域に指定された区域をもつ⾃治体、あるいは国の推進する業務継続計
画の策定項⽬が充実している⾃治体ほど、防災・危機管理部局は調整型の構造になりやす
い。 
 
 こうした発⾒事実を、政策波及の観点から検討する。政策波及とは、「ある⾃治体が何
らかのきっかけで最初にある政策を⽴案し、それが類似の問題関⼼を持つ別の⾃治体に採
⽤され、さらに時間の経過とともに他の多くの⾃治体に採⽤される現象」（⾺場健司 
2010: 1）のことを指す。これを、「内⽣条件への対応」、「相互参照」、「横並び競争」
の 3 つのメカニズムからなる動的相互依存モデル、すなわち「⾃治体が新たな政策課題に



津⽥塾⼤学『総合政策研究所報』2025 年度 13（所報内ページ数未定）
Tsuda Journal of Policy Studies, 2025  

 

  

向き合い、⾃前の政策資源を⽤いて地⽅独⾃4の新政策を⽣み出し、時には国政レベルで実
現しない政策転換を成し遂げるメカニズムを明らかにする理論モデル」（伊藤 2002: 18）
に当てはめると、以下の点を指摘することができる。 
 まず「内⽣条件への対応」とは、「⾃治体が管轄する区域の社会的・経済的・政治的条
件（要因）に当該⾃治体が対応すること」（外川・安藤 2015: 25）である。このうち、
「社会経済要因は⾃治体の政策⽴案を規定する社会的・経済的環境の状態をいい、政治要
因は特に⾃治体内の政治的諸アクターの選好や勢⼒を指す」（外川・安藤 2015: 25）。古
川・森川（2006）によれば、政治要因として、⾸⻑の熱意、⾏政改⾰の伝統、および政権
交代が政策過程に寄与している⼀⽅で、社会経済的な要因の寄与は⼩さい。今回の分析で
有意となった、2-（3）「知事任期（3 期以上）」、「知事の出⾝属性」も政治要因にあて
はまる。ここで、真⼭達志（2000）によれば、組織改編の意図や効果は、「主としてシン
ボリックな⾯に狙いを定めているのか、機能⾯（調整機能を含む）に焦点を合わせている
のか」（真⼭ 2000: 114）によって整理できる。シンボル性とは、新鮮味、政策指向を対外
的に印象づけるための組織変更である。他⽅、機能性は、「時代の変化、社会環境の変化、
ニーズの変化に対応した組織変更の側⾯」（真⼭ 2000: 118）、つまり、「職務内容・職務
量などの⾏政需要を踏まえ、組織を変化させることであり、⾏政組織における所管業務の
直接的な変化に対して、組織を変⾰していくこと」（加藤 2015: 99）である。以上を踏ま
えれば、⾃治体組織を取り巻く外部環境へ適応するためには、トップダウン型の変⾰と、
⾏政職員が中⼼となって⾏う変⾰の両⽅が必要である。⾸⻑をはじめとするトップ・マネ
ジメントが、「まず⾃ら掲げる政策を明確にし、それにもとづいて組織の編成、管理をデ
ザイン」（加藤 2015: 102）しつつ、⾏政職員側から、「どのように組織の基本⽅針である
政策を効率的かつ効果的に達成することができるのか」（加藤 2015: 102）を考え、相互の
⽴場から働きかけることによって、各⾃治体の状況に適合した組織編成が可能になる。 
 「相互参照」と「横並び競争」の過程は、不確実性の⾼低によって整理できる。伊藤
（2002）によれば、「相互参照」は不確実性が⾼い環境下で⾏われる政策決定である。不
確実性には 2 種類あると考えられ、「条約が期待する効果をあげるかどうかや、思わぬ反
対や不⾜の事態を招かないかどうかに関するものを技術的不確実性と呼び、上位政府の反
対を受けないかどうかに関するものを対外的不確実性と呼ぶ」（伊藤 2006: 31）。このよ
うな不確実性を低減するための貴重な判断材料となるのが、他の⾃治体の経験である。他
⽅、不確実性が低い環境下で⾏われる政策決定が、「横並び競争」である。⾔い換えれば、
「政策を採⽤すれば便益が⾒込まれる状況のもとで、われ先に政策の採⽤に乗り出す⾏動」

 
4 「ここで『地⽅独⾃』というのは、国に指⽰されて⾏動するのではないという意味であり、政策アイデ
ィアの源は国にある場合でも、地⽅独⾃の政策はありうる」（伊藤 2002: 296）。 
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（伊藤 2002: 28）を意味する。不確実性の低下は、国の介⼊及び政策の規範化によっても
たらされる。つまり、「全国に波及し終わるまで国が採⽤しなかった場合、内⽣条件と相
互参照が強く働く」（伊藤 2002: 31）が、「波及の途中で国が介⼊すれば、その時点から
横並び競争の作⽤が現れる」（伊藤 2002: 31）。なお、伊藤（2003）によれば、相互参照
は、地理的に近い⾃治体よりも、規模が近い⾃治体間や、政策の⽬的が共通している⾃治
体間で⾏われる傾向がある。分析においても、⾃治体規模と連動する 1-（1）「職員数」、
1-（2）「実質収⽀⽐率」が有意となっている。また、3-（5）「災害リスク分類」、3-（6）
「BCP 充実度」について、国が推進した業務継続計画の策定事項を満たす都道府県であっ
ても、防災・危機管理部局に統制⼒を持たせた組織構造を採⽤する傾向は⾒られなかった。
また、地震防災対策強化地域の指定、すなわち災害リスクの提⽰によっても、全国普及率
の低い統制型の組織構造採⽤にはつながらないことが明らかとなった。他⽅、震度 6 強以
上の被災経験や知事の出⾝属性が統制⼒に影響を及ぼしたことを踏まえれば、防災・危機
管理部局の組織構造については、まだ内⽣条件と相互参照が強く働いている段階だと推測
される。図 10 からも読み取れるように、現状では、統制型の組織構造が理想とされる⼀⽅
で、実際には、従来通り部局間の連携（調整型）がより重視されている。結果として、防
災・危機管理部局を独⽴させ、権限を持たせつつ、他部局との調整⼒も損なわない、パタ
ーン 2 の組織構造が普及していると考えられる。 
 最後に、今後の残された課題は次のとおりである。本稿では、組織パターンの予測にロ
ジスティック回帰分析を⽤いたが、この⼿法では、時間に関する情報、すなわち、事象の
前後関係が捨象されてしまっている。また、作成した組織パターンデータも、パターン 2
の分類が不⼗分である。つまり、総務部の下部か否かのみで、部署内における危機管理監
の位置付けが捉えられていない。例えば、埼⽟県では、1999 年から 2005 年までは「環境
⽣活（環境防災）部」の下に防災局⻑がついていたが、2006 年からは危機管理防災部⻑の
統括する「危機管理防災部」が独⽴した部署となった。しかし、分析に⽤いた分類⽅法で
は、いずれもパターン 2 として分類されてしまい、変化が捉えられない。茨城県や神奈川
県、新潟県、⽯川県、⻑野県、三重県、⿃取県、広島県、徳島県で同様の問題が起こって
いる。これらは、分類上では、1999 年から 2022 年まで、新潟県、⻑野県、愛媛県がパタ
ーン 3、三重県はパターン 1 と 3 も混じることを除けば、ほとんど⼀貫してパターン 2 を
取っている⾃治体である。ただし、ロジスティック回帰分析および線形判別分析に⽤いた
のは、2015 から 2022 のデータであるため、構造の変化は起こっていない。 
 また、パターン 3 や 4 を理想的な組織構造として検討してきたが、普及は容易でないと
考えられる。⼀つには、⾃治体組織が、「多くの職員が 3 年から 5 年ほどで配置換えを経
験し、継続的にひとつの業務に携わる機会がほとんどないという職務環境」（井寺 2016: 
34）だからである。防災・危機管理部⾨の職員も、「多くは、2 年から数年ごとに⼈事異
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動があり知⾒の蓄積は⾏われていない」（阪本 2016: 49）。さらに、「平時は地域防災計
画の策定や⾃主防災組織の育成・警報の整備などの業務に忙殺されており、災害対応に従
事するのは、年に数回⾏われる防災訓練や⾵⽔害が起こった時などに限られている」（阪
本 2016: 49）ため、「災害発⽣後組織体制の移⾏をスムーズに⾏うことが難しい」（阪本 
2016: 49）。このような、「ジェネラリスト志向が強い閉鎖型忍容性を採⽤する仕組み」
のなかで、「『専⾨家』と呼ぶに相応しい⼈材を確保することは実質的に困難」（井寺 
2016: 34）である。 
 また、災害が発⽣すると、災害対策本部が設置され、地⽅⾃治体の⻑が災害対策本部⻑
に、また、職員がその本部員となることが災害対策基本法において定められている（災害
対策基本法 23 条）。「災害対策本部が設置されると、防災・危機管理部局がその事務局と
して、災害対応の調整を⾏う」（阪本 2016: 49）のであって、「平時の業務体制では災害
対応業務をこなすことは困難であり、様々な事案に対応するためには、各部局が業務分担
や調整を⾏いながら、全庁的な組織体制下で対応することが不可⽋である」（⾸藤ほか 
2020: 260）が、今回の分析は、平時の組織体制だけを扱っているのみならず、その対象も、
防災・危機管理部局の組織構造に限られている。災害後の⾃治体対応、すなわち災害対策
本部の組織体制については、例えば、「平常時の縦割り型の組織体制に災害時の業務を割
り当てる『平常時縦割り型組織体制』と、災害時の業務ごとに部局を再編成し、⼀つの部
に複数部局を編成する『災害時再編成型組織体制』の⼤きく 2 つに分類することができる」
（⾸藤ほか 2020: 261）ほか、⿊⽥（2008）によれば、災害時に活動する組織や集団は 4 つ
に類型化される。すなわち、「災害の前と災害時で構造も課業も変化しない」（⿊⽥ 
2008: 135）定置型組織（タイプ 1）、「発災時には要員の拡⼤を図るなどして⾃らの家業
を遂⾏する」（⿊⽥ 2008: 135）拡⼤型組織（タイプ 2）、「災害の前と発災時で構造は変
化しないものの定置型組織から依頼を受けるなどして本来の課業とは異なる課業を遂⾏す
る」（⿊⽥ 2008: 135-6）転置型組織（タイプ 3）、「災害を受けて新たに出現する」（⿊
⽥ 2008: 136）創発集団（タイプ 4）である。こうした分析視⾓を⽤いて緊急時の組織編成
についても扱うことができれば、連携の取れた、より効果的な職員配備ができると考えら
れる。 
 また、組織的な視点から防災・危機管理能⼒を⾼める、という⽬的を達成するためには、
構造変化の前後で定量的な⽐較を⾏うことが不可⽋であるが、今回、組織構造がもたらす
効果を定量的に⽰すことはできなかった。加えて、外部資源の活⽤についても考慮できて
いるわけではない。例えば、被災地への⼀般⾏政職の職員応援の枠組みとして、「友好都
市や相互⽀援といった各種協定に基づく⾃治体独⾃の連携に基づいた⽀援や、全国知事会
や指定都市市⻑会といった⾃治体の全国レベル組織が中⼼となった⽀援」（⽟井 2019: 197）
のほか、「近隣都道府県との協定や地域ブロック同⼠の連携」（⽟井 2019: 197）が挙げら
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れる。こうした⾃治体間連携、ひいては NPO・NGO といった⾮営利組織、⺠間企業など
の存在も、防災体制を構築する要素となる。これらの点を今後の課題としたい。 
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